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東日本大震災における
現場技術技士会の復興対応について

一般社団法人　現場技術土木施工管理技士会
副会長　森井　希一

　未曾有の地震、津波が、想定外の規模で
東北太平洋沿岸域に襲来し、大災害を引き
起こした。
　情報網が破壊される中、「くしの歯」作
戦、TEC-FORCE、災害対策現地情報連絡
員（リエゾン）は行動を開始し、自衛隊の
救援が始動するなど多くの防災組織が自主
的に行動を起こし対応にあたった。
　福島県の原発事故を含む、宮城県、岩手
県の被災状況が明らかになってきた。現場
技術土木施工管理技士会傘下の企業は国、
地方自治体からの要請に基づき被害調査並
びに緊急応急復旧業務に対処した。
　2011年３月11日の発災から、それぞれの
公共機関に出頭し、適切に対応することが
可能となった。
　現場技術土木施工管理技士会加盟の某企
業では、震災直後から出勤可能な社員の把
握を行うとともに、企業内に災害対策本部
を立ち上げた。さらに東北・関東地方の全
支店からの応援申し込みを受諾して、調
査・設計の要員を確保された。
　これらのことで公共機関からの要求事項
に応えることができた。
　以上が、現場技術土木施工管理技士会が
対応した復旧業務の状況である。

　ついで、本格的復興にむけての問題につ
いて述べる。
　大きな余震が続く、2011年４月11日、現
場技術土木施工管理技士会の企画委員会が

東京都内で開催された。
　会議冒頭、伊達会長から「震災対応のあ
り方」について話があった。次いで森井副
会長から「今度の震災に支援業務として何
を成すべきか」の提言があった。
　このことを受けて討議が行われた。その
結果、国の震災復興に対する計画は未だ無
く復興庁組織も未定の状況であったので、
これら国の動向が明確になった時点で技士
会として行動することにした。この時、復
興のための人材をどのように確保するかが
問題となるので、その対策を次回以降の課
題にすることとした。
　二度の企画委員会を経て、我々現場技術
土木施工管理技士会として人材確保につい
ての施策が決定された。
　一方、政府は2011年６月末日の復興会議
で〝復興構想〟が公表され、第３次補正予
算が11月21日に成立したことから、国並び
に地方自治体の復興対策上の諸問題が鮮明
になってきた。
　この間、東北地方整備局に対する建設コ
ンサルタンツ協会東北支部の復興業務促進
の要請並びに宮城県測量・設計業協会によ
る支援業務アンケート調査が実施され、復
興支援業務促進の気運が高まりつつあっ
た。
　これらのことに呼応して、現場技術土木
施工管理技士会は、2012年１月26日・宮城
県土木部長、次いで2012年２月３日・岩手
県県土整備部長あて要望活動を行い復興支
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援について、意見交換を行った。
　福島県については、放射能問題等で大変
多忙な時期であるため、可能な直近の機会
に宮城県・岩手県と同様に、福島県土木部
に要望活動を行い意見交換をしたいと強く
希望している。

　現場技術土木施工管理技士会としては、
自治体の支援業務に十分な技術力を持った

人材を整え24年度以降の復興事業に対処す
る所存です。
　これからの東北の復興、そしてその新生
は、一地方の社会インフラの改革に止まら
ず、わが国全体、さらには世界的に大きく
影響する復興であると認識しております。
　現場技術土木施工管理技士会として真摯
に復興業務に取り組みます。
　宜しくお願いいたします。

現場の失敗（平成 23年版）
工事の失敗を未然に防ぐために、全国の会員に実体験をもと
にした「現場の失敗」例を募集したところ、今後の事に役立
つならばと数多くの原稿が寄せられました。
現場で悔し涙をのんだ生々しい率直に綴られた失敗事例は、
多くの会員からの共感を呼び、失敗原因を究明し、今後の教
訓をくみとった実例は具体的な注意を喚起しました。「失敗
の発表はなかなかできないこと。このように失敗を明らかに
し、きちんと反省した例を読むと、技術者への信頼感を増す
ことにつながる。」と評価する声も聞かれています
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